
第一六九回 

衆第四号 

   オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に関する法律案 

 （趣旨） 

第一条 この法律は、平成七年三月二十日に発生した地下鉄サリン事件等のオウム真理教

による一連の犯罪行為の被害が未曾
ぞ

有のものであり、かつ、その被害者は暴力により国

の統治機構を破壊する等の主義を推進する目的の下に行われた不特定又は多数の者の殺

傷等の犯罪行為の犠牲となったものであること、オウム真理教に対する破産申立事件に

おいて各般の措置が講ぜられてもなおこれらの被害者等が十分な救済を受けるに至って

いないこと等を踏まえ、国においてこれらの被害者等の救済を図ることの緊要性にかん

がみ、オウム真理教犯罪被害者等に対する給付金の支給について定めるものとする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「オウム真理教犯罪被害者等」とは、東京地方裁判所平成七年

（フ）第三六九四号、第三七一四号破産申立事件（以下「対象破産事件」という。）に

係る破産手続が終了する際、オウム真理教に係る破産手続における国の債権に関する特

例に関する法律（平成十年法律第四十五号）第二条に規定する国以外の者が届け出た債

権のうち生命又は身体を害されたことによる損害賠償請求権（以下「対象債権」とい

う。）の債権者である者をいう。 

 （給付金の支給） 

第三条 国は、この法律の定めるところにより、オウム真理教犯罪被害者等に対し、給付

金を支給する。 

２ 国は、オウム真理教犯罪被害者等（この項の規定により給付金の支給を受けることが

できる相続人を含む。）について相続があったときは、この法律の定めるところにより、

その相続人に対し、給付金を支給する。 

 （給付金の額） 

第四条 給付金の額は、対象債権の残額（対象債権について、破産法（平成十六年法律第

七十五号）第四章第三節第四款の規定により確定した破産債権の額から対象破産事件に

係る破産手続における配当の額を控除した残額をいう。）とする。 

２ 対象破産事件に係る破産手続における配当の実施に際し、広く一般に募集された寄附

金等を原資としてオウム真理教犯罪被害者等に支払われた金銭の額は、前項の配当の額

に含まれないものとする。 

３ 同一のオウム真理教犯罪被害者等について前条第二項に規定する相続人（以下単に

「相続人」という。）が二人以上あるときは、給付金の額は、前二項の規定にかかわら

ず、これらの規定により算定した額を民法（明治二十九年法律第八十九号）第九百条か

ら第九百二条までの規定によるその相続分により按
あん

分して計算した額とする。 

 （裁定の申請） 



第五条 給付金の支給を受けようとする者は、内閣府令で定めるところにより、内閣総理

大臣に申請し、その裁定を受けなければならない。 

２ 前項の申請は、対象破産事件に係る破産手続の終了の日（その日がこの法律の施行の

日前であるときは、この法律の施行の日）から二年を経過したときは、することができ

ない。 

３ 内閣総理大臣は、オウム真理教犯罪被害者等又はその知れている相続人に対し給付金

の支給を受けることができる旨を通知する等、オウム真理教犯罪被害者等及びその相続

人に対し、第一項の申請に関し利便を図るための措置を適切に講ずるものとする。 

 （裁定等） 

第六条 前条第一項の申請があった場合には、内閣総理大臣は、速やかに、給付金の支給

に係る裁定（給付金を支給する旨の裁定にあっては、その額の定めを含む。以下同

じ。）を行わなければならない。 

２ 給付金を支給する旨の裁定があったときは、当該申請をした者は、当該額の給付金の

支給を受ける権利を取得する。 

 （資料提出その他の協力） 

第七条 内閣総理大臣は、裁定を行うため必要があると認めるときは、官公署に対して、

資料の提出その他の必要な協力を求めることができる。 

 （内閣府令への委任） 

第八条 前三条に定めるもののほか、裁定の手続その他裁定に関し必要な事項は、内閣府

令で定める。 

 （事務の委託） 

第九条 内閣総理大臣は、第五条第一項の申請の受付に関する事務、同条第三項の措置の

実施に関する事務、第六条第一項の裁定のための審査に関する事務、給付金の支給の実

施に関する事務その他内閣府令で定める事務を、対象破産事件における破産管財人であ

った者その他これらの事務を円滑に実施することができると認められる者に委託するも

のとする。 

 （損害賠償との関係等） 

第十条 国は、給付金を支給したときは、その額の限度において、当該給付金の支給を受

けた者が有する損害賠償請求権を取得する。 

２ 国は、前項の規定により取得した債権について、その保全、取立てその他の管理に関

する事務を厳正に行うよう努めるものとする。 

 （不正利得の徴収） 

第十一条 偽りその他不正の手段により給付金の支給を受けた者があるときは、内閣総理

大臣は、国税徴収の例により、その者から、その支給を受けた給付金の額に相当する金

額の全部又は一部を徴収することができる。 

２ 前項の規定による徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。 



 （時効） 

第十二条 給付金の支給を受ける権利は、二年間行わないときは、時効により消滅する。 

 （給付金の支給を受ける権利の保護） 

第十三条 給付金の支給を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえること

ができない。 

 （公課の禁止） 

第十四条 租税その他の公課は、給付金を標準として、課することができない。 

 （戸籍事項の無料証明） 

第十五条 市町村長（特別区の区長を含むものとし、地方自治法（昭和二十二年法律第六

十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市にあっては、区長とする。）は、内閣

総理大臣又は給付金の支給を受けようとする者に対して、当該市（特別区を含む。）町

村の条例で定めるところにより、オウム真理教犯罪被害者等又はその相続人の戸籍に関

し、無料で証明を行うことができる。 

 （政令への委任） 

第十六条 この法律に特別の定めがあるもののほか、この法律の実施のための手続その他

この法律の施行に関し必要な事項は、政令で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 （検討） 

２ 国は、犯罪による被害の補償に関する制度の在り方に関し、テロリズムによる被害者

等の救済についてその特殊性を踏まえた措置を講ずること、犯罪による被害者等が加害

者から損害賠償を受けることが困難である場合に国が損害賠償金を立替払する制度を創

設すること等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 



     理 由 

 平成七年三月二十日に発生した地下鉄サリン事件等のオウム真理教による一連の犯罪行

為の被害が未曾
ぞ

有のものであり、かつ、その被害者は暴力により国の統治機構を破壊する

等の主義を推進する目的の下に行われた不特定又は多数の者の殺傷等の犯罪行為の犠牲と

なったものであること、オウム真理教に対する破産申立事件において各般の措置が講ぜら

れてもなおこれらの被害者等が十分な救済を受けるに至っていないこと等を踏まえ、国に

おいてこれらの被害者等の救済を図ることの緊要性にかんがみ、オウム真理教犯罪被害者

等に対し、給付金を支給する措置を講ずる必要がある。これが、この法律案を提出する理

由である。 



   本案施行に要する経費 

 本案施行に要する経費としては、約二十五億円の見込みである。 


